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事 務 連 絡

平成19年３月30日

各国立大学法人財務担当部課長 殿

文部科学省高等教育局

国立大学法人支援課

『「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に関する

実務指針 報告書」の改訂について（通知）』の補足について

Ⅰ．はじめに

１．改訂の背景と理由

本稿は、『「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に関する実務

指針 報告書』（平成15年７月10日 日本公認会計士協会 文部科学省）に係る平成19

年３月１日改訂のうち、特に附属病院セグメントの取扱いに関し補足説明を行うもので

ある。

国立大学法人は、業務内容が多岐にわたる場合、説明責任担保の観点から、業務ごと

のセグメントに係る財務情報を開示することとされている。特に、附属病院セグメント

について、各大学法人及び政府その他の関係者において、積極的な利活用に向け試行し

ている状況にある。

その中で、附属病院セグメント情報の一部について、附属病院の財務状況が的確には

反映されておらず、附属病院間における比較可能性の確保がなされていないため必要十

分なものとはなっていないとの指摘を受けている。

本来、セグメント情報は、大学法人の一部の業務に関する財務状況を開示する以上の

意味は有さないものであるが、そこで開示する情報は、説明責任担保のためのみに開示

しさえすればよいものではなく、個別の大学法人、また、大学法人全体の運営状況の改

善に資するよう利活用されるべきものであり、大きくは社会政策に係る意思決定にも活

用されうる公共財としての位置付けを担うものと考えられる。

指摘にもあるように、現在の附属病院セグメント情報やその前提の各大学法人におけ

る情報管理状況では、必要な水準の情報が得られてはいないため、当該情報やその関連

情報によっては、各大学法人や文部科学省における利活用に支障をきたしている状況に

ある。

こうした状況を改善するため、附属病院セグメントの取扱いを改訂した。

２．改訂の概要

先ず、附属病院セグメント情報が附属病院の財務状況を適切に反映するよう、附属病

院と一体として業務を実施している医（歯）学部に区分する。その上で、附属病院セグ

メント情報における物件費の開示内容を詳細化し、取扱いが区々となっていた運営費交
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付金収益及び帰属資産の取扱いを明確化することとした。

加えて、平成19年度決算より人件費について取扱いを改訂し、医（歯）学部臨床系講

座帰属教員等の人件費について、会計情報としての合理性を備えつつ勤務状況を的確に

反映させることにより、附属病院セグメント情報において、附属病院の財務状況を適切

に表示することとしている。

なお、本稿は、各大学法人の学内組織や予算のあり方について射程距離におくもので

はなく、以下における概念整理等は基本的に財務情報としてのものである。

Ⅱ．基本事項の整理

１．附属病院と医（歯）学部の業務範囲

附属病院の財務状況を適切に表示するため、先ず、附属病院と医（歯）学部の業務範

囲を明確化した。大学法人が税金その他の財源により運営されていることに着目すると、

事業と財源とを対応させる形で表示することが説明責任を担保する観点から適切と考え

られる。この考え方を敷衍すると、医（歯）学部の業務は、授業料及び運営費交付金に

より負担されることが適当となる。附属病院の業務は診療収入により負担されることを

基礎としつつ、教育、研究その他の政策の実施に必要な経費は運営費交付金により負担

されることが適当となる。

この考え方によると、附属病院において行われている業務のうち、医（歯）学部にお

ける教育研究活動とその延長と考えられる業務については、医（歯）学部に区分するこ

とが適当と考えられる。

よって、附属病院の業務範囲は、診療収入により負担されるべき業務を診療業務とす

ることを基礎に、①診療業務、②診療業務を基礎として行われる教育業務、③臨床試験

（治験）、病理部やプロジェクト研究等の附属病院において実施することが組織として

意思決定され、組織又はプロジェクトとして実施される研究業務、及び④附属病院にお

ける管理業務と定義することとした。

また、医（歯）学部の業務範囲は、運営費交付金及び授業料により負担されるべき業

務を基礎に、（ア）正規学生に対する正課カリキュラム等の実施、（イ）附属病院における研究

以外の研究、（ウ）医（歯）学部における管理業務と定義することとした。

２．業務費用・収益等の計上範囲

業務費用は、附属病院の業務の実施に必要な経費を計上する。当然のこととして、物

件費及び人件費の計上範囲は一致することとなる。

業務収益は、附属病院収益、特定運営費交付金収益等の業務実施に伴う固有の収益に

加え、標準運営費交付金収益、附属病院運営費交付金収益、寄附金収益などの附属病院

の業務の実施に必要な経費として大学法人が配分した共通財源による収益を計上する。

帰属資産は、附属病院の業務の実施に必要となる資産の額を計上する。

Ⅲ．個別事項の補足

１．物件費

(1)附属病院における物件費
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附属病院における診療について、臨床研究として実施される場合や、研修医を伴う回

診など教育研究診療が一体として実施されているが、教育研究診療の実施割合を客観的

に把握することが困難であるため、診療報酬の獲得が予定されるか否かにより先取りす

る形で診療を定義し、その残余について、教育・研究等として定義する取扱いとした。

この定義は、あくまで財務情報としての区分であることをご理解いただきたい。

診療経費は、診療報酬の獲得が予定される行為に要する経費とする。

教育経費は、診療報酬の獲得が予定される行為に要する経費以外の経費のうち、学生

（対価として授業料を負担する者）以外に対し行われる教育に要する経費とする。例え

ば、卒後臨床研修、専門医研修及び附属病院において企画立案管理される公開講座であ

る。一般診療機関において通常行われる職員研修（常勤看護師を対象とした研修会等）

は、附属病院収益により負担されるべき業務とも考えられるため、ここでいう教育経費

の対象とはせず、診療経費に区分する。

研究経費は、診療報酬の獲得が予定される行為に要する経費以外の経費のうち、組織

又はプロジェクトとして実施される研究に要する経費とする。例えば、学内予算により

病理部への帰属教員に配分した研究費が病理部で使用される場合は研究経費となる。

一般管理費は、附属病院の管理業務を行う医事課・管理課・総務課等のうち、診療等

の特定の目的に直接関係する業務を行なう医事課等を除くもの（管理課・総務課等）に

要する経費、並びに附属病院の業務経費のうち、教育、研究又は診療以外の業務に要す

る経費とする。共用部分の維持管理等に要する経費は、他学部等の取扱いと同様となる。

附属病院に計上する物件費の区分（例）

○教育経費

・卒後臨床研修

・専門医研修

・公開講座（附属病院が主催者であるもの）

・看護、薬学、理学・作業療法士等（資格取得予定者を含む）に対する研修（自大学

の附属学校所属学生、OJTを除く）で、受託事業以外のもの

・特別教育研究経費（教育）

○研究経費

・病理部における臨床研究

・特別教育研究経費（研究）

・学用患者（診療報酬の獲得が予定される行為に要する経費を除く）

・高度先端医療の研究・開発経費

・治験センターやプロジェクト研究等附属病院において組織的に意思決定された研究

○一般管理費

・管理課及び総務課で行われている管理業務経費

・病院運営会議の運営に要する経費

・看護師等確保経費

・院内保育事業費
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(2)医（歯）学部における物件費

教育経費は、正規学生に対する正課カリキュラム等の実施に要する経費とする。

研究経費は、附属病院における研究以外の研究に要する経費する。

一般管理費は、医（歯）学部の管理業務等に要する経費とする。

(3)具体的な取扱い

物件費は、基本的に、附属病院と医（歯）学部の業務範囲と学内予算を対応させて計

上する（別紙１）。その際、通常、附属病院において行われる教育研究活動に要する経

費が医（歯）学部に予算計上されている場合は附属病院へ計上替えするなど、必要に応

じて決算において補正を行なう。

２．運営費交付金収益

(1)事業活動と財源の整理

運営費交付金収益の取扱いに先立って、外部資金を除く財源面から基本的な考え方を

整理すると、附属病院の業務は診療収入により負担されることを基礎としつつ、教育、

研究その他の政策の実施に必要な経費は運営費交付金により負担される財源構造とされ

ているが、例えば、学部等に箇所付けられた運営費交付金を附属病院の財源不足の補て

んに充て、大学法人として必要な事業活動が行えない状況にないかなどを確認する必要

があると考えられる。

この考えによると、特定運営費交付金で附属病院に箇所付けられたものなど、附属病

院において使用されると考えられるものを計上し、そのうえで、附属病院運営費交付金、

及び標準運営費交付金については、学内予算において人件費や学内プロジェクト等とし

て附属病院に箇所付けられた相当額を計上することとなる。

(2)具体的な取扱い

学内予算において附属病院に箇所付けられた運営費交付金の収益化額を計上する。当

該運営費交付金が、下表「附属病院において使用されると考えられる運営費交付金」と

異なる場合は、その差異の理由及び金額について注記することにより、附属病院間の比

較可能性を担保する。

原則として第３四半期までの補正予算によることとするが、人件費相当額については

この限りではない。

なお、平成18年度については、人件費を帰属主義にて計上することから、附属病院以

外に帰属する人件費相当の運営費交付金については、附属病院には計上せず、注記の対

象とならないことにご留意いただきたい。

附属病院において使用されると考えられる運営費交付金（標準例）

○附属病院運営費交付金

○教育研究診療経費（特定運営費交付金）
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○特別教育研究経費（〃）

・人件費（卒後臨床研修必修化に伴う研修経費、小児医療等特別支援経費、専門

医研修対応経費）

・設備費（医療機械設備関係）

・その他（「研究推進」等のうち、病院主体事業）

○特殊要因経費（特定運営費交付金）

・人件費（附属病院における承継職員に対する退職手当）

・その他（移転費、建物新営設備費のうちの病院建物関連）

○標準運営費交付金（人件費相当額）

注記（例）

附属病院セグメントにおける運営費交付金収益は、附属病院に関し国が予算積算し

た運営費交付金を収益化した場合の相当額と○○千円差額がありますが、これは、国

の予算積算額に加えて、学長裁量経費により附属病院における○○研究プロジェクト

経費○○千円、及び前事業年度より繰越して使用する附属病院における承継職員に対

する退職手当○○千円を計上したことによるものです。

附属病院に関し国が予算積算した運営費交付金○○千円のうち、収益化額は○○千

円、○○千円は資産の取得であり、その他退職手当の相当額等として次年度へ繰越す

額は○○千円です。

３．帰属資産（現金預金）

現金預金に関する帰属資産の取扱いは、原則、法人共通に計上することとなる。例外

的に、附属病院が、本部から独立した予算決算を求められている場合等で、一切の管理

責任が附属病院にあると認められる場合は、附属病院に計上することができる取扱いと

する。なお、この取扱いは、企業会計原則における取扱いと同一である。

Ⅳ．人件費

１．人件費の適正管理の必要性と対応方針

附属病院が将来にわたって教育研究診療活動を必要十分に実施できるよう、業務の持

続可能性を担保する必要がある。そのためには、附属病院セグメントにおける所要の経

費を把握する必要があり、物件費同様、人件費についても適切に把握する必要がある。

人件費の把握にあたっては、特に教員の勤務状況を的確に把握したうえで、附属病院

と医（歯）学部に区分する必要がある。

そのためには、客観性等の会計情報としての合理性の確保が必要となることから、そ

の取扱いの考え方について整理する。

なお、平成18年度については、必要なデータの蓄積が無いため、平成19年度からの適

用とする。
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２．教員の勤務状況の把握

(1)基本的な考え方

附属病院セグメントに計上する人件費は勤務状況を反映し、同時に、客観性や検証可

能性等の会計情報としての合理性を備えている必要がある。

したがって、基本的には個人毎に勤務状況を把握することとなるが、客観性等の会計

情報としての合理性が確保される範囲内で、より簡便な方法によることも可能である。

(2)把握手段（例）

会計情報の基礎データとしての勤務状況の把握にあたっては、総労働時間の概ね７割

以上について把握する必要があると考えられる。

以下に、一般的な把握手段を示す。

○タイムレコード

業務従事時間を記録した各種書類・データに基づく方法（別紙２）。

各種書類・データ記載の勤務時間が、総労働時間の概ね７割以上に達しない場合、

その他の方法により補完する必要が生じる。データ相互間の整合性の確保に留意が必

要である。

なお、医（歯）学部において行われる診療に係るカンファレンス等は、附属病院と

して区分できるよう、会議等の目的についても可能な範囲で把握しておく必要がある。

○タイムレポート

業務内訳報告書に基づく方法。

基本的に、自己申告に基づくものであるため、客観性の確保の観点から、その他の

書類等との整合性について確認が必要である。

なお、総労働時間及び帰属と異なるセグメントに係る業務への従事時間の報告によ

り勤務状況を把握することも想定される（別紙３）。

○タイムスタディ

業務従事割合の申告に基づく方法。

当該申告の合理性が疎明されない限り、会計情報として取扱うことは困難である。

３．具体的な取扱い

帰属が勤務状況を反映している場合、帰属により計上し、必要に応じ補正するなどの

取扱いとなる。

以下、取扱いの一例を示すが、その他の方法によっても、客観性等の会計情報として

の合理性が担保される方法であれば認容される。

具体的な把握方法（例）

①教員人件費



- 7 -

病院帰属教員のうち、医（歯）学部における勤務がある者については、医（歯）学

部の正課カリキュラム、教授会等の会議出席時間等に相当する人件費を医（歯）学部

に計上する。医（歯）学部基礎系講座・研究所等帰属教員のうち、病院における勤務

がある者は、その時間に相当する人件費を附属病院に計上する。医（歯）学部臨床系

講座帰属教員は、教育、診療、研究又は一般管理の区分毎に適宜の手段で把握し、そ

れぞれ附属病院と医（歯）学部に計上する。総労働時間から、把握した時間を除く把

握不能時間は、基本的に医（歯）学部に研究として計上する。

（参考）教員の帰属

医（歯）学部 附属病院 その他
基礎系 臨床系 研究所等

教 授 教 授 教 授 教 授

助 教 授 助 教 授 助 教 授 助 教 授

講 師 講 師 講 師 講 師

助 手 助 手 助 手 助 手

②職員人件費

帰属が勤務状況を反映している場合、帰属により計上し、必要に応じ補正する。補

正を行う場合は、係単位等で行うこととする。

③コ･メディカル人件費・看護師人件費

帰属により計上し、必要に応じ補正する。勤務状況を反映している場合、病院セグ

メントに全額計上し、医（歯）学部のカリキュラム等により外形的に附属病院の業務

以外の業務を実施することが明らかである者について、必要に応じ補正する。

【本件担当】

高等教育局国立大学法人支援課

財務経営専門官 菅原

財務分析係 山崎、安部田、木谷

(直通03-6734-3767)



（別紙１）

医学及び附属病院における標準的な業務（例）

医 学 部

教育 研究
・学部学生講義施行 ・基礎研究
・学部学生講義準備 ・基礎研究補助
・学生臨床実習 ・発表準備（基礎研究）
・大学院生講義施行 ・基礎研究（臨床基礎分類不能）
・大学院生講義準備 ・基礎研究補助（臨床基礎分類不能）
・その他の講義施行 ・発表準備（臨床基礎分類不能）
・その他の講義準備 ・予演会（臨床研究）
・教育管理会議 ・予演会（臨床基礎分類不能）
・教育に関するその他の会議 ・研究に関するその他業務
・教育における地域支援業務 ・研究管理会議

・研究に関するその他会議

一般管理費
・教授会等

病 院

教育
・研修医指導施行 研究
・研修医指導準備 ・病理部・病理解剖
・研修医オリエンテーション ◆臨床研究
・公開講座（附属病院において企画立案管理 ◆臨床研究補助

するもの） ◆発表準備（臨床研究）
・看護、薬学、理学・作業療法士等の教育 ◆学用患者
（自大学の附属学校所属学生、ＯＪＴを除く） ◆高度先端医療の研究・開発

◆治験・市販後調査に関する業務
◆治験・治験薬管理
◆治験・ＣＲＣ業務
◆治験・治験審査・事前審査関連業務
◆治験・モニタリング
◆予演会（臨床研究）

診療
★ ● ◆

●外来診療 ●病理部・病理組織診断
★外来看護 ●病理部・その他業務
●外来検査 ★薬剤部・処方調剤業務
●外来放射線学的検査治療 ★薬剤部・薬剤管理指導業務
●外来処置 ★薬剤部・医療教室患者指導
●外来手術 ★薬剤部・抗悪性腫瘍剤混合調整
●外来リハビリ等 ★薬剤部・ＩＶＨ混合調整
・外来宿日直 ★薬剤部・ＤＩ業務
・オンコール外来業務 ●放射線部・Ｘ線撮影検査
●外来その他業務 ●放射線部・造影撮影検査
●入院患者回診 ●放射線部・心臓カテーテル検査
●入院診療 ●放射線部・ＣＴ撮影検査
●入院看護 ●放射線部・ＭＲ撮影検査
●入院検査 ●放射線部・外照射
●入院放射線学的検査治療 ●放射線部・膣内照射
●入院処置 ●放射線部・温熱治療
●入院リハビリ等 ●放射線部・ＲＩ検査
◆入院宿日直 ●放射線部・その他業務
・オンコール入院業務 ●検査部・検査
●入院その他業務 ・検査部・制度管理
●手術施行 ●検査部・データ収集
●手術・麻酔管理 ●検査部・中央採血
・手術・管理・事務 ●検査部・その他
●手術・術中介助 ●輸血部・輸血検査
★手術・患者訪問 ●輸血部・製剤調整
・手術・滅菌 ●輸血部・自己血採血
・手術・術前準備 ●輸血部・末梢血管細胞採取
・手術・術後後片付け ●輸血部・患者指導
・手術・手術機器の管理 ●輸血部・その他輸血に関する業務
●外来入院診療に関する会議
・新規採用者オリエンテーション
・研修医受講

一般管理費
・管理課及び総務課等で行われている管理業務
・病院運営会議
・看護師等の確保
・院内保育事業

●…教育、研究、診療が一体となって行われている可能性のある業務。
★…教育、診療が一体となって行われている可能性のある業務。
◆…研究、診療が一体となって行われている可能性のある業務。



教員人件費の医学部と附属病院との切り分け（案） （別紙２）

人件費について、個人毎に下記の区分に応じて労働時間を把握し、附属病院と医学部等に切り分ける。

○帰属主義を基礎とする方法

・対象となる全教員について、総労働時間を把握（裁量労働制の場合）。

一般管理
相 当 研 究 相 当 一般管理相当 教育相当

外 来 診 療 時 間

（オーダーリングシステムのログ情報）

手 術 時 間

（ 手 術 実 施 デ ー タ ）

入 院 診 療 時 間

（ローテーション表等）

プ ロジ ェク ト等

従 事 時 間
（ 勤 務 報 告 書 ）

治験センター等
滞 在 時 間
（治験センター等内に
滞 在 す る 時 間 ）

病院運営
審議会等
（ 行 事予
定表 等 ）

そ の 他 教 授 会 等
（行事予定表等）

正 課 カ リ
キ ュ ラ ム
（授業実施履歴）

把 握 不 可 能

・病院帰属教員の人件費は、附属病院に計上。その上で、医学部における勤務がある者について、医学部の正課カリキュラム、教授会等の会議出席時間等に
相当する人件費を、医学部に計上。

・基礎系・研究所等帰属教員の人件費は、医学部・研究所に計上。その上で、病院における勤務がある者について、下表の区分により、勤務時間を把握し、当
該時間に相当する人件費を、附属病院に計上。

・外来診療はオーダリングシステムのログ情報、手術は手術実施データ、入院診療時間はローテーション表（客観性にやや難ありか）、正課カリキュラムは授業
実施履歴、病院の一般管理は病院運営審議会等の議事記録、医学部の一般管理は教授会等の議事記録、病院における研究は治験センターにおける滞在時
間により把握。なお、附属病院におけるプロジェクトが相当の規模で行われている場合のみ、当該プロジェクトへの従事時間と勤務報告書により把握。

＜臨床系帰属教員の人件費把握（例）＞

・臨床系帰属教員は、下表の区分のうち、把握可能なものをそれぞれ適宜の手段で把握し、総労働時間から、把握した時間を除く、把握不能時間は、基本的
に医学部の研究に区分。

診 療 相 当

総労働時間（勤務時間報告書等）

附属病院セグメント 医学部等

研 究 相 当

主 観 的 に は 把 握 可 能



（別紙３）
所　　属

氏　　名

日 付 開始時刻 ～ 終了時刻 時 間 内 容 備 考 承認者印

～ 0.00

～ 0.00

～ 0.00

～ 0.00

～ 0.00

～ 0.00

0.00

～ 0.00

～ 0.00

～ 0.00

～ 0.00

～ 0.00

～ 0.00

0.00

～ 0.00

～ 0.00

～ 0.00

～ 0.00

～ 0.00

～ 0.00

0.00

～ 0.00

～ 0.00

～ 0.00

～ 0.00

～ 0.00

～ 0.00

0.00

～ 0.00

～ 0.00

～ 0.00

～ 0.00

～ 0.00

～ 0.00

0.00

～ 0.00

～ 0.00

～ 0.00

～ 0.00

～ 0.00

～ 0.00

0.00

～ 0.00

～ 0.00

～ 0.00

～ 0.00

～ 0.00

～ 0.00

0.00

２．開始時刻～終了時刻の欄には、業務に従事した連続する時間毎に15分単位で記載願います。

１．医学部所属の教員については病院業務、病院所属の教員については医学部業務への従事時間及び内訳について記載願います。

３．業務内容の欄には、帰属以外の業務に従事した時間について、以下の区分に従い記載願います。

⑧その他病院業務、④その他医学部業務については、具体的な業務内容を個別に記載願います。

病院（医学部）業務従事時間内訳表

計

計

計

計

｢病院業務｣：①診療業務、②研修医等指導・オリエンテーション、③附属病院主催の公開講座、④病理解剖等の病理部業務、⑤病院と
して採択等されたﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ研究業務、⑥治験管理センターでの研究、⑦病院主催または病院が設置する委員会主催の会議出席、⑧そ
の他病院業務

｢医学部業務｣：①学部・大学院での正課ｶﾘｷｭﾗﾑの担当、②医学部における研究業務、③医学部主催又は医学部に設置された委員会
主催の会議出席、④その他医学部業務

４．対象には，休憩時間は含みません。

計

計

計




